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茨城県内の労働災害発生状況（平成２６年確定値） 

～死亡災害、死傷災害ともに昨年に比べて大幅に増加～ 

 

茨城労働局（局長 中屋敷勝也）は平成２６年の茨城県内の労働災害発生状況

（確定分）を取りまとめました。 

 

 

○ 死亡災害：４０人 

※平成２５年が３５人で、対前年比５人（１４．３％）の増加 

○ 休業４日以上の死傷災害：２，８８４人 

※平成２５年が２，７５７人で、対前年比１２７人（４．６％）の増加 

 

１ 死亡災害発生状況 

県内の死亡災害は４０人で、前年の３５人と比較して５人（１４．３％）の増

加でした。（資料１） 

業種別にみると、建設業で１０人（全体の２５％）、製造業９人（同２２．５％）、

運輸・貨物業８人（同２０％）の順で発生しています。この３つの業種で２７人

と、全体の６７．５％を占めています。（資料１） 

事故の型別でみると「墜落・転落」が１１人（同２７．５％）「交通事故」と

「はさまれ・巻き込まれ」が同数でそれぞれ７人（同１７．５％）の順で発生し

ています。（資料２） 

つまり、死亡災害の発生状況から、業種別では建設業、製造業及び運輸・貨物
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業の３業種が、事故の型別では、墜落・転落、交通事故及び機械等へのはさまれ・

巻き込まれに対する対策が課題となっています。 

なお、平成２６年に発生した死亡災害の具体的事例については別添資料３の「平

成２６年死亡災害事例」のとおりです。 

２ 休業４日以上の死傷災害発生状況 

県内の休業４日以上の死傷者数は２，８８４人で、前年の２，７５７人と比較

して１２７人（４．６％）の増加でした。死傷者数は平成２３年から平成２５年

にかけて減少してきましたが、平成２６年はこの減少傾向に歯止めがかかった状

況になりました。（資料４） 

業種別にみると、製造業が８３８人（前年同期４８人、６．１％増）、建設業

が３７５人（同１７人、４．７％増）、商業が３８３人（同３７人、１０．７％

増）などとほとんどの業種で増加となりました。 

事故の型別でみると、製造業では、「はさまれ・巻き込まれ」が２４５人（同

２９．２％）で最も多く、次いで「転倒」が１４３人（同１７．１％）となって

います。建設業では、「墜落・転落」が１４４人（同３８．４％）が最も多く。

次いで「はさまれ・巻き込まれ」が４３人（同１１．５％）、運輸・貨物業では、

「墜落・転落」が１２７人（同２９．１％）、「転倒」が６０人（同１３．８％）、

商業では、「転倒」が９８人（同２５．６％）となっています。（資料５） 

 

３ 茨城労働局の対応 

（１）平成２７年度も労働災害の発生状況の変化を踏まえて策定した第12次労働

災害防止推進計画に基づいて災害防止対策を推進します。具体的には、災害

の中で最も多い転倒災害を防止するため、「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェク

ト茨城２０１５」を展開するほか、交通労働災害防止に重点的に取り組みま

す。 

 

（２）重篤な災害を防止するため、建設業については、墜落・転落災害の防止及

び重機災害や崩壊災害の防止並びに安全衛生教育の効果的な実施や統括管理

の実施についての徹底を図ります。また、製造業については、重篤災害防止

の観点から動力機械・荷役運搬機械による災害防止を最重点課題として取り

組みます。 

 

（３）労働災害を減少させるため、第三次産業のうち小売業では、転倒災害、腰
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痛、墜落・転落、交通事故防止対策を重点とします。社会福祉施設では、転

倒災害、腰痛災害防止を重点とします。飲食店では、転倒災害、切れ・こす

れ災害及び高温物との接触による災害の防止を重点に指導し徹底を図ります。

また、運輸・貨物業では、荷役作業時、特に墜落・転落災害の防止、過労運

転防止を重点に指導し徹底を図ります。 

 

（４）労働安全衛生水準の高い企業を評価・設定し、広く企業名を公表する「安

全衛生優良企業公表制度」の周知に努めます。 

 


